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ある行為が犯罪として刑罰を
科されるための要件

【構成要件該当】

①その行為が犯罪の構成要件に該当すること

【違法性】

②その行為が違法であること（行為が，法秩序に反し，法益を
侵害すること）

【有責性】

③その行為について行為者が有責であること（行為が行為者
に責任を問うことのできるもの〔非難可能性がある――行為
者が他の行為を行うことが可能であったにもかかわらず，あ
えて犯罪行為を行った，といえる〕であること）

ある行為が犯罪として
刑罰を科されるための要件

【構成要件該当】

①その行為が犯罪の構成要件に該当すること

【違法であること――行為が，法秩序に反し，法益を侵害するこ

と】

②その行為の違法性が阻却（否定）されないこと

【有責であること――行為が行為者に責任を問うことのできるも

のであること】

③その行為者の有責性が阻却（否定）されないこと

Ａ Ｂ

犯罪構成要件に該
当する行為の実行

当該行為に違法性が
あると推定される

当該行為者に有責性
があると推定される

幼児・精神障害による
行為→有責性阻却

→犯罪不成立

正当防衛のための行為
→違法性阻却

→犯罪不成立

有責性を阻却する事情
が不存在

→犯罪成立

違法性を阻却する事情
が不存在

→犯罪成立

殺人 改正法下における提供
（2010年7月17日～2011年5月3日）

平成22年 8月――5例（1例は臓器提供意思表示カードあり）

平成22年 9月――9例

平成22年10月――2例

平成22年11月――4例

平成22年12月――9例

平成23年 1月――3例（1例は臓器提供意思表示カードあり）

平成23年 2月――7例（1例は保険証での臓器提供意思表示あり）

平成23年 3月――0例

平成23年 4月――6例（1例は15才未満の者からの提供）

平成23年 5月――1例

◆脳死下提供46例（家族・遺族承諾によるもの43例）

積極的安楽死が許容される要件
（東海大学付属病院事件横浜地裁平成7年3月28日判決）

「医師による末期患者に対する致死行為が，積極的安楽死と

して許容されるための要件をまとめてみると，①患者が耐え

がたい肉体的苦痛に苦しんでいること，②患者は死が避け

られず，その死期が迫っていること，③患者の肉体的苦痛

を除去･緩和するために方法を尽くし他に代替手段がないこ

と，④生命の短縮を承諾する患者の明示の意思表示があ

ること，ということになる。」

◆治療行為の中止は、患者の自己決定権の理論と、意味のない

治療行為を行うことはもはや義務ではないとの医師の治療義

務の限界を根拠に、一定の要件の下に許容される。

【［意味のない］治療行為の中止が許容されるための要件】

① 患者が治癒不可能な病気に冒され、回復の見込みがなく死

が避けられない末期状態にあること（複数の医師による反復し

た診断によるのが望ましい）。

② 治療行為の中止を求める患者の意思表示が存在し、それは

治療行為の中止を行う時点で存在することが必要であるが，そ

の段階で患者の明確な意思表示が存在しないときには、患者

の推定的意思によることもできる。

治療中止が許容される要件
（東海大学付属病院事件横浜地裁平成7年3月28日判決）
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